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  国内事業管理親法人株式の交付を受けたので届出します。 

記 

１ 交付を受けた国内事業管理親法人株式の明細 

交付の基因となった事実 （※） 合   併  ・  分割型分割  ・  株 式 交 換 

交付を受けた年月日 年     月     日 

交 付 を 受 け た 国 内 事 業 管 理

親法人株式の銘柄 
 

交付を受けた株式の数 

（又は出資の金額） 
株（円） 

交付を受けた日の属する年の 12月

31日現在において有する株式の数 

（又は出資の金額） 

株（円） 

 

２ その他参考となる事項 

 ⑴ 国内事業管理親法人株式を管理する国内の恒久的施設の所在地 

 

 ⑵ 納税管理人の住所、氏名及び電話番号 

 

 ⑶ その他 

 

 

 
 

関与税理士 ㊞ 電話番号  

(注) 

※
印
の
欄
に
つ
い
て
は
、
該
当
す
る
部
分
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。 

この欄には 
書かないで 
ください。 
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国内事業管理親法人株式の交付を受けた場合の届出書 
 

１ 使用目的 

この届出書は、国内に恒久的施設を有する非居住者が国内事業管理親法人株式の交付を受けた場合

に使用するものです。 

その年において国内事業管理親法人株式の交付を受けた国内に恒久的施設を有する非居住者は、そ

の交付を受けた日の属する年の12月31日において有する国内事業管理親法人株式の銘柄及び数等を

記載した届出書を、その年の翌年３月15日までに、その者の所得税の納税地の所轄税務署長に提出し

なければならないことになっていますので、次の記載要領を参考としてこの届出書を作成し提出して

ください。 

（注） 国内事業管理親法人株式とは、国内に恒久的施設を有する非居住者が、国内において行う事業

に係る資産として管理し、かつ、国内の恒久的施設において管理する株式（以下「国内事業管理

株式」といいます。）を有する場合において、その国内事業管理株式を発行した内国法人が行っ

た特定合併、特定分割型分割又は特定株式交換（それぞれ租税特別措置法第37条の14の２第５項

第１号、第３号、第５号に規定するものに限ります。）により、その国内事業管理株式に対応し

て交付を受けた国内事業管理外国合併親法人株式、国内事業管理外国分割承継親法人株式又は国

内事業管理外国株式交換完全支配親法人株式をいいます。 

 

２ 記載要領 

 ⑴ 「国内の事務所又は事業所の所在地」欄については、国内において行う事業に係る事務所、事業

所その他これらに準ずるものの所在地を記載することとし、これらが二以上あるときは、そのうち

主たるものを記載してください。 

 ⑵ 「交付を受けた年月日」、「交付を受けた国内事業管理親法人株式の銘柄」、「交付を受けた株式の

数（又は出資の金額）」の各欄には、それぞれ国内事業管理親法人株式の交付を受けた年月日、銘

柄、株式の数（出資にあっては金額）を記載してください。 

 ⑶ 「交付を受けた日の属する年の12月31日現在において有する株式の数（又は出資の金額）」欄に

は、「交付を受けた国内事業管理親法人株式の銘柄」欄に記載した銘柄に係る、その年の12月31日

現在において有する株式の数（出資にあっては金額）を記載してください。 

 ⑷ 「納税管理人の住所、氏名及び電話番号」欄については、納税管理人を定めている場合に記載し

てください。 


